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特集　日本の技術発展：その経済的分析

農村機i業における力織機i化の要因　1910－20年＊

南亮進・牧野文夫

1．はじめに

　農村に立地する非近代的零細企業を農村工業と

呼ぶなら，それは戦前の日本においては，・都市を

中心とした近代工業の急速な発展にもかかわらず，

容易に消滅せず時に著しい成長を示したこと，そ

して農村部の人々に所得と雇用の機会を提供して

都市への人口集中を和らげ，都市の失業増加とス

ラム化を未然に防いだことは，多くの発展途上国

との対比において強調され，てよい．しかしその重

要性にもかかわらず，農村工業に関する経済的分

析は必ずしも十分ではない。とくに農村工業の技

術に関する研究はきわめて少ない．

　本稿は代表的な農村工業として織物業1）をとり

あげ，その技術進歩のなかでも最も重要と思われ

る力織機の普及（手織機から力織機への転換）が，

いかなる要因によって進行したかを分析する．

　すなわち2節では，農村機業の力織機化の要因

として1）機業の経営形態（工揚制度の普及度），2）

電力の普及度，3）織物の種類（力織機化の困難度），

4）製品の輸出比率をとりあげ，その効果を数量的

に分析する．これは，かつてわれわれと石井正が

行った分析2）と同じ性格のものである．かつての

　＊　この研究は「一橋大学森社会工学学術奨励金」

による研究プロジェクトの一部である．愛媛県の織物

業の動力については，愛媛大学農学部助教授加古敏之

氏のご教示を仰いだ．厚く感謝申し上げたい．

　1）　1930年センサスでは，郡部に居住する全工業の

有業人口3，548（干人）のうち，絹織物，毛織物，綿織物

の有業人口は303（千山）で，生糸の393（千人）に次い

で大き、・．全工業の8．5％に当たる（内閣統計局1930，

354－5，361－2頁）．センサスでは麻織物の有業人口は

掲げられていないが，それを加えると織物業の割合は

さらに大きくなる．

　2）南・石井・牧野1982．これの英文版としてMi－

nami　and　Makino　1983がある．

分析は全国（市部と郡部）を対象とするのに対して，

本稿は郡部に限定した点が大きな違いである．こ

れは本稿でのわれわれの関心が，農村工業にある

ためであるが，都市に立地する異質な兼営織布工

揚を排除することができるというメリットを持つ．

なお表1によると，郡部機業は，戸数，職工数，

織機台数では全国の8－9割，生産額では7割程度

を占めている．

　分析期間は1910－20年とする．主要機業地の力

織機率（力織機の全織機台数に占める割合）を描い

た前稿図4によれば，急速な力織機化の見られる

地域は時代によって違うことがわかる．すなわち

1910年代には福井，石川，知多，泉南などで力織

機化が急速に進み，．1920年代では桐生，京都，川

越など，・1930年代では伊勢崎，愛媛などでようや

く：力織機化が進んでいる．したがって力織機化の

要因に関する分析は，期間ごとに行うことが適切

である．本稿は1910年代の分析を目的とするも

ので，その他の時期については別の機会にゆずり

たい．また「農村」の具体的指標として，「郡部」

という行政地域を用いる．行政地域はしばしば変

更されるので，ここでは1910年の境域に固定す
る3）．

　3節では，力織機化の基礎となっている機械動

力の種類を調査し，電動機の影響を検討する．す

なわち2節の分析では，他の要因とともに力織機

化に及ぼす電化の影響が分析されるが，この節で

は蒸気機関，内燃機関との比較においてさらに詳

しく分析する．これは，電化の影響を強調した前

稿の分析を批判した阿部・橘川説4）への反批判と

　3）　具体的には1920年の高田，大垣，浜松，岡崎，

尼崎，明石，今治，八幡，若松，大牟田の各市を郡部
に変更した．

　4）阿部・橘川1987．
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表1　織物業の市部・郡部別要約表（26府県）
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機業戸数（戸）

職工数（人）

力　織．機（台）

手　織機（台）

実質生産額
　　（1，000円）

力織機率（％）

電力普及率（％）

1910年

市部 郡部 計

16，977　　　314，699　　　331，676
（5．1）　　　　（94．9）　　　（100．0）

76，817　　　547，568　　　624，385
（12．3）　　　　（S7．7）　　　（100。0）

22，505　　　　52，270　　　　74，775

（30．1）　　　　（69．9）　　　（100．0）

58，184　　　475，904　　　534，088
（10．9）　　　　（89．1）　　　（100．0）

74，201　　　192，150　　　266，351
（27．9）　　　　（72．1）　　　（100．0）

27．89　　　　　　9．90　　　　　12．28

16．71　　　　　4．84　　　　　6．44

1920年

市部 郡部 計

22，020
　（7．8）

105，124
（16．6）

49，252
（19．0）

45，210
（12．0）

128，589
（25．1）

　52．14

　95．29

260，439　　　282，459
（92．2）　　　（100．0）

527，956　　　633，080
（83．4）　　（100．0）

209，385　　　258，637
（81．0）　　（100．0）

332，570　　　37ろ780
（88．0）　　　（100．0）

383，050　　　5ユ1，639
（74．9）　　　（100．0）

　38，63　　　　　40．64

　52。72　　　　　57．21

〔注）1）26府県は，表5に掲げた19府県と神奈川，富山，石川，山梨，愛知，和歌山，岡山

　　　の7県である．他の府県はデータの連続性に疑問があるので除外した．

　　2）1920年の地域区分は1910年の境界に修正．

　　3）実質生壷額は1934～36年価格．

（資料）　電力普及率は『電気事業要覧工，その他は7府県統IJ辞．」．

　　　　表2　諸変数の市部・郡部別平均値：19府県の平均値　　　　　（％）

β γ 馬
0

ε ζ

1910年　市部　　5L88

　　　：郡部　　11．21

1920年　市部　　75．86

　　　郡部　　34．23

S．0斗　　　　　42．43

1．69　　　　　17．05

28．06　　　　　71．81

4．97　　　　　30．50

14．73

20．23

33。40

20．69

15。70　　　　　19．40

5．17　　　　　16．43

83．99　　　　 28．05

51．96　　　　　26．34

（注）　1）記号は以下の通り・

　　　α＝力織機率＝力織機台数÷織機台数k100．

　　　β：工場翻度の普及率＝職工10人以上の機業戸数÷機業総戸数X100．

　　　7：工場制度の普及率＝職工10人以上の曲馬の織機台数÷全機業の織機台数X100．

　　　δ；力織機化困難度＝力織機化し難い織物の生産額÷総織物生産額X100．力織機化し

　　　　難い織物の種類については本文参照のこと，

　　　ε；電力普及率＝電灯需要家数÷全世帯数X100．

　　　ζ＝輸出比率；広幅木綿と輸出羽二量の生魔額÷総織物生産額×100．

　　2）表1の注1勾2を参照．

（資料）　表1と同じ．

もなるものである．

2．力織機化の要因分析

　郡部機業の力織機率（α）は，1910－20年において

急速に上昇した．表1に掲げた26府県の平均値

によると，それ，は9．9％から38．6％への上昇であ

る．しかし26府県のうち7県では，以下の分析．

に必要なデータが不足しているので，これを除く

とαは11．2％から34．2％への上昇となる（表2）．

　このようなαの上昇は何によって説明されるの

であろうか．ここで4っの要因をとりあげる．

　1）経営形態．これについては寸寸で説明した

通りであるが，工揚制度の普及は主として次の理

由によって力織機化を促す．賃織や家内工業は農

民の副業として農閑期に行われる

ため，機会費用は低く機械化への

インセンティブは小さい．また織

物生産は農民家計と不可分離であ

るため，農民は織物生産の採算に

さほど関心を持たない．これに対

して工場経営者は工場の採算に強

い関心を抱き，機械化によるコス

ト削減に真剣にならざるをえない．

　一「場制度の普及率として，職工

10人以上の機業戸数：の割合（β）と，

職工10人以上の機業の織機台数

の割合（γ）とを用いる．βは1910－

20年置1．7％から‘5．0％へ，7は

17．1％から30，5％へと上昇した

（表2）．

　2）織物の種類織物の種類に・

よって力織機化が容易なものと困

難なものとがあることも，前稿で

指摘した．縞織，紋織，かすり，

つむぎ，帯地，ちりめん，綴通を

力織機化し難い織物とみなし，そ

れらの生産額が全織物生産額に占

める割合を力織機化の困難度（δ）

とする．これは当該期間において

は，20．2％から20．7％へ僅かに上

昇しているに過ぎない（表2）・

　3）電力の普及．電力網の発達は力織機化を促

す．もちろん農村機業の機械化はその他の動力

（とくに内燃機関）によっても可能であり，．実際内

燃機関は広く使用された．しかしわれわれの見解

によれば，農村機業の本格的な機械化は電力に依

存していた．電力の役割と内燃機関の役割との比．

較は次節で行う．電力普及の指標として，前山と

同じく電灯取り付け世帯の割合（ε）を用いる．電

力普及の地域的パタ7ンは電灯のそれに近似して

いるからである5）．εは当該期間において5．2％か

ら52．0％へ著しい上昇を示した（表2）．

　5）　『電気事業要覧』によって，各電力会社について

電灯と電力の供給地域を互いに比較すると，両者はほ

ぼ一致していることがわかる．
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表3　力織機率（α）を説明する関数の計測結果

回帰式 パラメーター
一

番　号
定．数

う θ 4 θ ∫
E2

1

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

　13．075　　　　1．778　　　　　　　　　　　　　－0．303

　（3．09）　　（4．14）　　　　　　　　　　　　（一2．85）

　7．268　　　1．722　　　　　　　　　　　　－0．216
　（1．64）　　　（4．36）　　　　　　　　　　　　（一2．10）

一1．638　　　　　　　　　　　　0．836　　　　－0。073
（一〇．42）　　　　　　　　　　　（7．49）　　　（一〇．81）

一2．408　　　　　　　　　　　　　0．800　　　　－0．064
（一〇．60）　　　　　　　　　　　　（6．58）　　　（縞0．70）

15．287　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－0．415

　（3．01）　　　　　　　　　　（一3．34）

　8．914　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－0。317

　（1．63）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一2．55）

0．348
（3，51）

0．320
（3．49）

0．209
（2．63）

0．214
（2．68）

0．558
（5．41）

0．520
（5．30）

01234

（2．81）

0．060
（0．77）

0．25尋

（2．38）

Vol．39　No．4

（注）1）δ，o，6，θ，／はそれぞれ変数β，γ，δ，ε，ζのパラメーターである．

　　2）（）の数字は材直を表わす．

　4）　輸出の割合．二三や清川によれば，輸出向

けの織物生産は大量生産であり，品質の均一性が

要求されるから力織機に二二ており，国内向けは

多種小量生産であるため力織機に向かないとい

う6）．ところで前稿では，輸出向けは白木綿，金

巾，粗布，羽二重のような平織が主体で，これら

はいずれも力織機化が容易であり，一方国内向け

の縞織かすり，つむぎ，帯地などは力織機化が

困難であるから，結局輸出向けと国内向けとの差

は，製品の差（δによって表わされる）に帰着する

と考え，この要因は別途考慮することはしなかっ

た．しかし小幅白木綿や羽二重のように力織機化

が容易な製品でも国内で消費されたり，逆に遠州

のように力織機化し難い縞木綿の輸出に成功した

例もある7）．したがって本稿では，δとは別に輸

出向け製品の割合を考慮することとした．しかし

織物輸出額の府県別データがないので，おもに輸

出向けに生産された広幅木綿と輸出羽二重の生産

額が織物の生産総額に占める割合を，輸出比率ζ

の代理変数とする8）．ζは当該期間において16．4

％から26．3％へ上昇した（表2），

　6）　揖西1964，・210－2，478頁：清川1973，134頁．

　7）　田中1950，19頁．遠州で縞織の力織機化に成

功したのは，縞木綿用の足踏機の開発に負うところが

大きい．初期の力織機は足踏機を単に改造したものと
言われている（工業教育会1913，3頁）．

　8）　この定義を機械的に適用するとたとえば山形県

では1910，20両年，愛媛県では1910年が輸出額がゼ
ロとなるなど，事実に合致しない府県がでてくる．そ

　　　　　β（またはγ），δ，ε，ζの4変数で

　　　　αを説明する4本の回帰式（1），

　　　　（2），（3），（4）を，1910年，1920年

0．695　の府県別（19府県）データをプー

。．743　ルして計測する．表3に掲げられ’

　　　　た計測結果について次の事に気付
0．827

　　　　く．

0．825
　　　　　1）　β（γ）とεのパラメーター⑦，

0554　0，θ）はきわめて安定的である．

o．606　　　2）　δとζのパラメーター＠ノ）

　　　　の安定性は，経営形態の指標とし

　　　　て何をとるかによって変わってく

　　　　る．βの揚合には安定的であるが，

γの揚合にはそうではない．

　3）　そこでβ（またはγ）を除いた回帰式（5），（6）

を計測して． ﾝると，δとζのパラメーター（♂，カは

いずれも安定的である．

　表4では，1910年と1920年のそれぞれについ

て，これらの回旧式に変数の府県間平均値を代入

しαの要因を計測する．そしてそれらの要因のそ

れぞれについて，両年間の差を計算する．この数

字によって，この期間におけるαの上昇（実際値

では23．0％）の要因が明らかになる．（1），（2），（3），

（4）の斗・ずれについても次のこと．が言える．

　1）θεの説明力が最も大きい．例えば（2）式で

は，θεはαの上昇（理論値）の66％，（4）式では47

％を説明している、電力普及の効果がかなり大き’

いことは，前稿の分析と同じである．二二の分析

のうち1915－20年の計測が比較の対象となる．そ

れによれば，βを用いた時にはαの上昇に対する

εの上昇の相対的貢献は58％と最大であるが，γ

こで山形県は両年の西田川郡（鶴岡町）の羽二重，縞子

生産額を同県の輸出額と仮定し（佐藤1969，37，40頁），，

愛媛県は1910年の温泉郡（今治町）の綿織物生産額の

24％（神立・葛西1977，49頁）を同県の輸出額とみなし

た．なお1920年における全国の織物輸出額は500百
万円（東洋経済新報社1935，72－7頁）であるが，『府県・

統計書』からわれわれの定義にもとづいて全国（市・郡

部計）の輸出額を計算す．ると451百万円となる．これ

は前者の90％に当たるので，原則として各府県の郡
部織物業の広幅木綿と輸出羽二重の生産額によって輸

出額を代用するというわれわれの手法は一応許され’る
と思う．

φ
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表　4　力織機率（α）の増分の要因分解

回帰式 αの要因 α．

番　号
定　数

うβ or dδ 8ε
∫ζ 理論値実際値

33970　　34。23

1145　　11．21

21．95　　23．02

（100．0）

34．14　34．23

　11．31　　11。21

22，83　　23．02

（100．0）

33。20　　34．23

　12．23　　11．21

　20．97　　23．02

（エ00．0）

　33．41　　34．23

　12．03　　11．21

　21．38　　23．02

（100．0）

　35．68　　34．23

　9．77　　1L21

　25．91　　23．02

（100．0）

　36．07　　34．23

　9．37　　11．21

　26．70　　23rO2

（100．0）
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（1）　　1920　　　　13昌08

　　1910　　　　13，08

　　差　　　0．0

（2）1920

　　1910

　　差

7．27

7．27

0．0

（3）　　1920　　　－1．64

　　1910　　　－L64

　　差　　　0．0

（4）　　1920　　　－2．41

　　1910　　　－2．41

　　差　　　0．0

（5）　　1920　　　15．29

　　1910　　　15．29

　　差　　　o．o

（6）　　1920　　　　8．91

　　1910　　　　8．91

　　差　　　o．o

8．83　　　　　　　　　　　－6．28　　　　　18．07

3．00　　　　　　　　　　－6．13　　　　　1．80

5．83　　　　　　　　　　　－0．15　　　　　16．27

（26．6）　　　　　　　　　　（一〇．7）　　　　（74．1）

8．55　　　　　　　　　　　　－4．46　　　　　16．62

2．91　　　　　　　　　　　－4．36　　　　　　1．65

5．64　　　　　　　　　　－0．10　　　　　14，97

（24．7）　　　（一〇．5）　（65・6）

　　　25．50　　　　－1．50　　　　　10．84

　　　14．26　　　　－1．47　　　　　　1．08

　　　11．24　　　　－0．03　　　　　　9．76

　　　（53．6）　　　（一〇．0）　　　　（46．5）

　　　24．42　　　　－1．33　　　　　11．16

　　　13．65　　　　－1．30　　　　　　1r11

　　　10．77　　－0．03　　　10．05
　　　（50．3）　　　　（一〇．1）　　　　　（47●0）

　　　　　　　一8．59　　　　　28．98

　　　　　　　－8．40　　　　　　2．88

　　　　　　　－O．19　　　　　26．10

　　　　　　　（一〇の　　（100．7）

　　　　　　　一6．55　　　　　27．03

　　　　　　　－6．40　　　　　　2。69

　　　　　　　－0．15　　　　　24．34

　　　　　　　（一〇，6）　　　　（91．2）

6．16

3．84

2．32

（10，2）

1。57

0．98

0。59

（2，8）

6．68

4．17

2．51

（9．4）

を用いた時には38％となりγの貢献より小さい．

この事実は，1910－20年の農村を対象としたこの

分析でも同じである9）．

　2）δβ（または・γ）の説明力が2番目に大きい・

例えば（2）式では25％，（4）式では50％である：工

揚制度の普及の貢献が非常に大きいこと1ま，旧稿

でも本稿でも同じである．とくにそれは，指標と

してγを用いた時の方がより大きく現われている．

　3）∫ζの説明力は3番目に大きい．例えば（2）

式では10％，（4）式では3％である：輸出比率の

上昇は，たしかに農村機業の力織機化の促進要因

であって，揖西・清川の仮説は支持される．前記

では輸出比率の変化は製品の変化に帰着するとし

てこれを独立に考慮しなかったが，むしろ輸出比

率の方が，製品の種類より力織機化の有力な要因

であることがわかった．

　4）4δの説明力はほと

んどぜロである：製品の種

類はこの期間においてほと

んど変化しておらず，した

がって力織機化に及ぼす影

響はほとんどない．

　次にαの変化（∠α）の要

因を府県別に考察しよう．

表5は表4と同様の計算を

府県別に行ったものである．

ここでは（4）式を用いた野

合だけを掲げるが，別の式

を用いても結論は基本的に

は変わらない．そこでは次

のことが言える10）．

　1）工揚普及率（γ）の上

昇の影響は静岡県以西の

中・西日本の地域に集中し

ている．その中でも特に大

阪府，兵庫県，愛媛県，静

岡県で著しい．たとえば大

阪と兵庫では，γは当該期

9）電力普及の効果は本稿の方が二二よりも大きい．

しかし2つの分析では対象となっている期間が完全に

は一致していないので，厳密な比較はできない．

間にそれぞれ54％から93％へ，48％から74％

へと上昇しており，これによってαはそれ’それ’

31％ポイントと21％ポイント上昇した．γの変

化の主たる要因は，経営形態（経営形態別機業戸

数）および工揚規模（1工場当たり織機台数）の変

化にある．相対的に大阪では前者の影響が，兵庫

では後者の影響が大きい．すなわち大阪では1工

揚当たり織機台数は1910年の54台から1920年

の67台目と13台しか変化しなかったが，工揚数

は311から744へ増加しまた二三戸数は11，160

から731へ減少した．他方兵庫では，工場数は

　10）　∠αの理論値は，いくつかの府県において実際

．値とかなり異なっている．実際値が理論値よりも大き

い地域では，安価な力織機の入手可能性が大きかった

り，地方政府や同業組合などから購入資金援助を受け

ることができた地域であろう．また電力以外の動力に

依存して力織機化が進展する場合も考えられる．他方，

理論値が実際値よりも大きい地域では，たとえば製品

が緋や帯地のように著しく力織機化し難い種類に特化

していたり，電力の供給能力が広範囲な力織機化を促

すほど十分でない地域などであろう．
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表5力織機率（α）の増分の要因分解＝府県別　（％）

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

新潟県

福井県

岐阜県

静岡県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

徳島県

愛媛県

福岡県

4αの　要　因

40γ　∠dδ　　4θε　∠∫ζ

0
2
4
3
2
1
7
4
4
・
5
8
5
2
6
2
9
5
7
4

9
8
6
1
6
2
4
1
5
1
3
6
6
9
0
9
1
5
4

α
4
。
a
ふ
一
。
a
4
ふ
a
丘
8
。
蕊
λ
4
L
O
，
丘
8
。
4
，

1
　
　
一
　
　
　
一
　
1
1
　
　
1
1
1
1
3
2
　
　
1

　0．25

－0．03

0．62

－L97
0．47

－0．82

0。20　’

一〇．77

－0．21

－1．74

0．07

0．00

一〇．14

0．56

0．03

一〇．05

0．36

0．88

1，73

壁
芯
認
罐
課
踊
謡
鰯
罵
端

1
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1
　
　
1
1
1
1
1
1
　
　
　
1

043

一〇．38

0．22

045

0．01

0．07

0．00

0．46

一〇．91

0．00

1．24

1．97

0．01

0．01

一〇．06

1．28

2，13

2．61

1．68

4裂

理論値　実際値

29．83　　　19．94

12．31　　　36．58

3。69　　　　1。61

8．64　　　　7．46

6．61　　　　4．39

5．51　　　　4．11

11．35　　　14。53

19．64　　　18．67

23．45　　　65．14

12．19　　　12．28

35．15　　　57r31

29．82　　　19．25

36．16　　　16．80

30．25　　　32．79

44。87　　40．22

34．42　　　40．81

15．64　　　10．97

26．50　　　30。75

20，33　　　　3。88

（注）表3の（4）式による．

表6　郡部織物工場の原動機馬力数（全府県）　（馬力）

年
　
年
　
分

Q
ノ
　
　
　
∩
Ψ

む
　
　
　
　
　

19

@
1
9
　
増

動
機
を
含
む

白
家
発
電
用
原

　1909年
同

上
　1920年を

除
く　増　分

繭機麟簸蝉計
3p541　　　3，991　　　　9，021　　　　　970　　　17，522
（20．2）　　（22．8）　　　（51．5）　　　（5．5）　　（100．0）

47，219　　15，741　　　17，148　　　1，415　　　81，522
（57．9）　　（19．3）　　　（21．0）　　　（1．7）　　（100．0）

43，678　　11，751　　　　8，126　　　　　445　　　64，000
（68．2）　　（18．4）　　　（12．7）　　　（Or7）　　（100，0）

3，541　　　2，715　　　　2，484　　　　569　　　　9，309
（38．0）　　　（29．2）　　　（26．7）　　　（6．1）　　（100．0）

47，219　　11，565　　　7，343　　　　471　　　66，598
（70．9）　　（17．4）　　　（1LO）　　　（0．7）　　（100．0）

43，678　　　8，850　　　　4，859　　　－98　　　57，289
（76．2）　　　（15．4）　　　　（8．5）　　（一〇．2）　　　（100．0）

　（注）　職工10人以上規模工場．

　（資料）『工場通覧』．

187から185とほとんど変わらず，三揃戸数の減

少も2，822から1，369へと大阪に比べて小さい．

しかし工揚規模は30台から52台へと1．7倍に拡

大した．なお愛媛，静岡でもγの変化要因は兵庫

のパターンに一致する．大阪で経営形態が大きく

変化したのは，この時期に従来の問屋が自ら力織

機工揚に転化したことが原因と考えられる11），

　関東北部の茨城，栃木，群馬，埼玉の各県では

11）　前川。倉持1960，197頁．
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γの影響はマイナスあるいは微小である．これら

の地域では問屋制に立脚した手工的織物生産が展

開したことを意味している．

　2）電力普及率（ε）の上昇も多くの地域で大き

な影響を与えている．γと同様に東海・近畿地方

で特に著しい．電力と力織機化の関連については

すでに前稿でいくつかの事例を紹介したので，滋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　賀県の例を指摘するにとどめる．そこでは主とし

て近江水力電気（株）の開業（1911年）によってεは

1％から一挙に88％へと上昇し，それによって

αは19％ポイント引き上げられた．

　3）製晶の種類（力織機化の困難度，δ）の影響

の変化は，どの地域においてもあまり明瞭でにな

い．しかし栃木，岐阜などむしろ製織をより複雑

化させた県もあった，栃木では足利を中心に二子

木綿や着尺，岐阜では羽島郡（美濃縞の産地）を中

心に二子木綿や緋木綿の生産の増加が顕著であっ

た．

　4）輸出比率（ζ）の上昇の影響は愛媛県，徳島

県，三重県の順で大きい．愛媛県の輸出は今治の

綿ネル，広幅綿布が輸出中心で，ζは13％から

57％へと上昇した，それによってαは3％ポイ

ント上昇した．徳島県の郡部立地工揚は他県に比

べて少ないが，広幅綿布を生産している工揚は徳

島市に隣接した郡に集中立地している。『工揚通

覧』によればそこでは今治同様に綿ネル酒病が多

い．したがって徳島県でも綿ネルが輸出の中心で

あった．同様に三重県について調べると，郡部の

広幅綿布の生産地域では大正年間に入って兼営織

布系とみられる株式会社工揚の設立が続く．それ

らが三重の輸出の担い手であった．

3．力織機化を支えた動力の分析

　前節では1910－20年の農村機業の機械化が，電

力の普及に著しく依存していたことが明らかにさ

れ’た．しかし阿部・橘川両氏は，全国の主要綿織

物業産地の分析を通じて電力よりは内燃機関の重

要性を強調し，われわれの前稿を批判している．

そこでこの点に焦点を絞りさらに検討を加えよう．

　表6は郡部機業の各種原動機の馬力数を1909，

1920年について掲げたものである．自家発電用原

」
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図11909－20年原動機馬力数増加宥与率
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（84〔1）　　　（2275）　　　（12｛，86）　　　（3453）　　　（2882）　　　（ユ469）　　　（1940）　　　　（工49）

（注）1）対象は郡部に立地する10人以上規模織物工場で，1909年と1920年の境域は澗轄済7・．

　　2）府県名の下の0の数字は原動機馬力数の増分値．
（賢料）　『工場通覧』．

動機を除いた場合についてみると，1909年におい

ても電力は38％と最大のシェアで，しかも1909－

20年の士力の増加寄与率（全原動機馬力数の増

分に対する各原動機馬力数の増分の割合）も実に

76％を占めており，内燃機関の15％を大幅に上

回っている．この時期の農村機業の機械化が圧倒

的に電力に依存していたことは明白である12）．

　両氏も『昌運通覧』によって綿織物産地の工揚

動力を計算した．それによると，1909年では全原

動機馬力数に占める電力の割合は6％に過ぎない

12）全国ベース（市部を含む）での織物業の動力の変

遷については南1976，表5－12を見よ．ここでも電動
機の役割が大きい．

が，1920年では47％に達し，内燃機関の35％を

大きく上回っている．また1909－20年における全

原動機馬力数の増分のうち電力の割合は57％で，

内燃機関の35％を大きく上回っている13）．すな

わちこれらのデータも，両氏の結論とは逆に電力

の果たした大きな役割を示している．

　ところで両氏がその分析の中で，①自家発電に

よって駆動される電動機を集計対象から除いたこ

と，②綿織物業に分析対象を限定したことに関し

以下のコメントを与えておく．第1に，われわれ

は両氏とは逆に自家発電による電動機を集計し自

13）　阿部・橘川1987，表1，3．
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表7　岡山県・愛媛県・福岡県の織物業原動機馬力数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（馬力）

岡山県

（1）1909年の電力未供給地域の変化

　1909年
　1920年も電力未供給

　1920年には電力供給
（2）1909年の電：力供給地域

愛媛県

（1）1909年の電力未供給地域の変化

　1909年
　1920年も電力未供給

　1920年には電力供給

（2）1909年の電力供給地域の変化

　1909年
　1920年

福岡県

（1）1909年の電力未供給地域

（2）1909年の電力供給地域の変化

　1909年
　1920年

自
家
発
電

電
　
　
力

蒸
気
機
関

水
　
・
車

内
燃
機
関

44　　0　　66　　　0　　21

77　14　　0　　0　　0

612　　5　442　　　　467

　　該当工場なし

　4
48

451
0
76
81

0
0

5
弓
）
Q
／

4
1
2

　
　
3

0
0
00　　　0　　298　　114　　　0

137　　　2　　765　　620　　　0

該当工揚なし

5　　0　　68　　0　　0

17　　　0　　145　　ユ00　　　　0

（注）福岡県の1909年の「吉田撚糸織物」の蒸気機関6．4馬力は64馬力

　　の誤植と思われるので訂正した．
（資料）　『工場通魔』．

家発電用原動機を除外した．その理由は力織機を

直接駆動する原動機が重要と考えたふらである．

両氏の手法に従えば「買電」もその一次エネルギ

ーに還元しなければ首尾一貫しない．第2に，両

氏は綿織物業産地の力織機化を問題とされ’ている

が，力織機の動力を分析するのであれば絹織物業

も当然考慮しなければならない．たとえば，絹織

物産業地として山形，福島，群馬，新潟，石川，

福井，京都の7府県をとると，1909年の郡部力織

機工揚の動力（単位は馬力）は電動機1，098，内燃

機関220，水車357，蒸気機関184となり，綿の

生産地域に比べて内燃機関の割合が小さい14）．輸

出羽二重地域は白木綿地域とならんで最も早期に

力織機化した地域であるから，両地域の動力に差

があれば綿織物産地に対象を限定した結果の一般

性には問題がある．

14）　福島県川俣地方では絹織物業者の手によって電

気会社が設立されたことも報告されている（庄司1953，
81頁）．
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　なお誤解のないように述べておくが，われわれ

は内燃機関の役割を否定するものではない．電力

網が未発達の初期の時代に内燃機関が力織機の普

及に果たした役割は，多くの事例で明らかにされ

ている．しかし明治40年代以降は，原動機が内

燃機関よりも大きな影響をこの産業に与えたこと

は確実と思われる．

　図1は府県別に各原動機馬力数の増加寄与率を

描いたものである．大部分の府県では原動機の寄

与率が圧倒的に大きい．しかし岡山，愛媛，「 汢ｪ
の3県は例外である．そこでは電動機の寄与率は

目立って高くない．

　表7によると岡山県では，1909年には郡部織物

業の立地地域に電力は供給されておらず，1920年

までに電力が利用可能になった地域では内燃機関

は612馬力で電動機の467馬力を大きく上回って

いる．すなわち1909－20年に新たに電力網が引か

れた地域においてさえ，内燃機関が電動機よりも

急速に増加した．同県の機業で内燃機関が普及し

たのは，この地域で農業用内燃機関の生産と使用

が全国に先駆けて進んだためであろう15）．

　愛媛県は蒸気機関の増加が大きい点に特徴があ

る．愛媛県で蒸気機関が発達したのは以下のよう

な理由による．蒸気機関採用工場は大部分が今治

周辺に立地している相対的に大規模な綿ネル工場

である．今治に電力の供給が開始されたのは1907

年（今治電気株式会社）であるが，それらの織物止

揚の設立はそれ以前の時期であった16）．また『電

気事：業要覧』によれば同社の発電能力は1910年

末でも255KWに過ぎず同地域の需要に比較す

れば供給不足の状態にあったことは否定できない．

これらが1909年の電力利用可能地域でも蒸気機

関が普及した理由であろう．今治では1914年に

綿ネルの準備工程である精練・漂白工程に蒸気機

関とボイラーが採用された．その成功は中小工場

における蒸気機関の導入を促した17）．

15）　この点については加古1986を見よ．

16）　今治の綿ネルエ場の機械化は仕上工程が織布工

程に先行し，力織機化は明治40年代に本格化したと
、・われている（神立・葛西1977，44－46頁）．ここでは

動力化謂力織機化でないことに注意すべきである．

レ
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Oct．　1988 農村機業における力織機化の要因

　福岡県も蒸気機関の増加が大きい．同県の蒸気

機関は77馬力増加したが内71馬力は杷木紡織株

式会社（1918年設立）による．『工揚通覧』によれ

ば同社は輸出羽二重と生糸を生産している．製糸

部門を兼業していたことが，同社の蒸気機関設置

理由であろう18）．

　以上の検討結果からわかるように，1910年代に

，電力以外の動力の増加が大きかった地域は極めて

特殊な条件の下におかれていた．すなわち内燃機

関工業の異例な発展（岡山県），県特産織物の製織

準備工程の機械化の技術的特性（愛媛県），製糸業

の兼業（福岡県）がそれである．一般的にこの期間

の織物業の動力化が電力に依存したことは疑う余

地がない．

4．む　す　び

　農村を郡部と定義した上で，農村に立地する織

物業の1910年代における機械化（力織機化）の要

因について分析した．その主な結論は次の通りで

ある．

　1）力織機が機械動力を前提とすることは言う

までもないが，その動力としては，少数の地域を

除いて，電力網の拡充によって利用可能となった

電動機が最も重要である．電力の効果はとくに滋

賀県，静岡県，大阪府において顕著である．電力

普及の効果は1910年代では明瞭ではなく，それ

は1920年代の現象であるとする批判は当た．らな

いように思われる。

　2）工揚制度の普及も力織機化の促進要因であ

った．これが最も明かなのは大阪府と兵庫県であ

る．

　3）輸出向けの製品を生産する産地では概して

力織機化が速いという仮説は支持される．1910年

17）神立。：葛西1977，43頁．

18）　製糸業における各動力の経済性については牧野

1987を見よ．
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代の典型的な例は愛媛県である．

　4）　製品の種類（力織機化が容易なものと困難

なもの）はあまり変化しておらず，それが力織機

化に及ぼした影響はほとんど認められない．

　　　（一橋大学経済研究所・東京学芸大学教育学部）
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